
令和 3年 5月12日

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針

　　(1)固定資産の減価償却の方法
　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得をしたものについて
　　は定額法によっている。

　　(2)引当金の計上基準
　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更　　　該当なし

３．法人で採用する退職給付制度

　当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

　　(1)社会福祉施設職員等退職手当共済制度
　　　平成18年3月31日以前から常勤であった職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等
　　退職手当共済制度に加入している。

　　(2)年金基金制度
　　　京都社会福祉事業企業年金基金の実施する確定給付企業年金制度に加入している。

４．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

　当法人の作成する計算書類は以下のとおりとなっている。

　　(1)法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）

　　(2)事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
　　 　当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため、作成を省略している。

　　(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　 　　当法人では、拠点区分が一つであるため、作成を省略している。

　　(4)収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　　 当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

　　(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　 京都八勝館　拠点（社会福祉事業）
　　 　「法人本部」
       「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム京都八勝館）」
　　 　「京都八勝館通所介護事業所」
　　   「京都八勝館短期入所生活介護」
　　 　次の公益事業は、上記社会福祉事業と一体的に実施されているため、当該社会福祉事業としての拠点区分
　 　に含めて同一拠点区分として会計処理を行っている。
　　 　「京都八勝館居宅介護支援事業所」
　　   「八幡市京都八勝館在宅介護支援センター」
　　　　

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

468,236,400土地 468,236,400

20,945,670278,555,538建物 257,609,868

746,791,938 20,945,670 725,846,268合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し　　　　　
該当なし

７．担保に供している資産　　該当なし
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８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 844,443,234 586,833,366 257,609,868

建物 155,320,065 51,973,922 103,346,143

構築物 10,951,245 6,592,329 4,358,916

機械及び装置 27,823,900 21,334,178 6,489,722

車輌運搬具 3,326,864 1,769,070 1,557,794

器具及び備品 59,668,827 41,366,533 18,302,294

権利 174,852 30,263 144,589

ソフトウェア 5,611,924 4,699,893 912,031

合計 1,107,320,911 714,599,554 392,721,357

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示し
ている場合は記載不要。）
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

徴収不能引当金
の当期末残高

債権額 債権の当期末
残高

57,610,135事業未収金 57,610,135

311,381未収金 311,381

3,235,000未収補助金 3,235,000

11,220その他の立替金 11,220

61,167,736合　計 61,167,736

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益　　該当なし

１１．関連当事者との取引の内容　　該当なし

１２．重要な偶発債務　　該当なし

１３．重要な後発事象　　該当なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産　　　
の状態を明らかにするために必要な事項　　該当なし


